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１．はじめに　▼

　国立大学における外部資金の獲得というと、教

員による科研費の獲得や、企業等との共同研究、

奨学寄付金などがイメージされやすい。また、近

年では、物と人の動きによるグローバル化の中で、

海外の大学にみられる寄付金などの獲得手法など

が見習われるべきものとして注目されている※1。 

　一方、日本の高等教育の動きを見ると規模の拡

大と法人化やアクレディテーションといった制度

面での改革が進んできており、今後は大学教育の

質の向上が重要なファクターとなることが予想さ

れている※2。

　世界でもっとも成功していると言われるアメリ

カの高等教育においては、多くの資金を使った非

常に質の高い教育がなされ、イノベーションが必

要なIT分野などでの高い競争力を保っている。日

本においても、高等教育の質の向上に向けた動き

はあるものの、質の高い高等教育を行うためには

多額の費用が必要だというイメージを共有するに

は至っていない。そのため大学関係者にとって、

教育・研究資金の調達はいつも頭を悩ませる課題

となっている。

　そこで本稿においては、高等教育の質の向上に

は多額の費用が必要であるということを前提とし

たうえで、職員の企画力によるパブリシティ活動

と、これまで教員頼みだった外部資金の獲得につ

いて、横浜国立大学理工学部等設置準備事務室で

行われた事例を紹介し、事務職員の企画力につい

て考察したい。

２．事務職員によるパブリシティ企画
　                 と外部資金獲得の事例　▼

　横浜国立大学では、昨年11月に設置審の認可

を受け、2011年4月より理工学部および大学院

都市イノベーション学府が設置された。このふ

たつの教育組織の設置準備に際し、理工学部等

設置準備事務室で、ふたつの企画を実施した。

どちらも、企業とのコラボレーションによるも

ので、一つ目は新学部のパブリシティ活動、二

つ目は、新大学院のパブリシティ活動と外部資

金の獲得を目指した企画であった。

【事例1】 
 『日産自動車株式会社×横浜国立大学 　　　　   
　　　　　　グローバルな人材を横浜から…』

大学職員の企画力　パブリシティと外部資金獲得の可能性

～横浜国立大学の事例から～

特集 　外部資金獲得を進めるために （Ⅰ）
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概要

　本企画の主眼は、パブリシティ活動である。昨

年7月に石原修工学部長より、「設置審議会での

認可が下りるまでは募集行為に類する活動が行え

ず苦慮している」旨相談を受け、対応を理工学部

設置準備事務室において検討し始めた。その結果、

「本学では大学独自のパブリシティ活動は、ホー

ムページの充実など十分に機能している。より大

きな効果を得るために企業とのコラボレーション

を行ってはどうか？」というアイデアが浮かん

だ。実施に当たっては、横浜国立大学が持つネッ

トワークを生かすことを考え、本学が包括連携協

定を結んでいる日産自動車株式会社様が、ちょう

ど前年にグローバル本社ビルを横浜に構えたばか

りの時期であったことから、先方の関係する方に

ご協力頂き、新学部への期待を工学部長が聞くと

いう企画を立てることにした。

　この企画で重要なことは、①新学部のパブリシ

ティ、②企業とのコラボレーションによるインパ

クト、③本学、企業、そして情報を受け取る側に

対しての有益性、の3点である。①は学生募集活

動の制約の中で現工学部の企画として実施が可能

なこと、②は広報にはインパクトが必要で注目さ

れる必要があるということ、③は本学にとっては

パブリシティ活動として、企業にとっては企業姿

勢を社会に発信できるということ、そして、情報

を受ける受験生とその保護者、在校生や卒業生た

ちに大学の現状を伝えることがかなうといったこ

とだった。

企画実施までの流れ

　この企画は、日産自動車株式会社への企画の持

ち込みから始まった。工学部の教員関係者のリ

サーチに始まり、包括連携協定による活動の実績

を調べ、先方企業の動向を確認したうえで、関連

するキーパーソンを定め、企業の窓口ご担当者を

紹介して頂いた。その後、本学の広報・渉外室に

連絡を入れ、ホームページ上の企画である“グロー

カルレポート”への掲載を打診。その際、日本を

代表するグローバル企業とのコラボレーションで

ある旨を説明し掲載の快諾を得ることができた。

また、対談形式で行いたいので石原学部長に出演

のお願いをし、受諾とともに企画を是非進めて欲

しい旨お話を頂いた。

　その後、包括連携協定に携わる産学連携本部の

教員とともに日産自動車を訪れ、企画についての

プレゼンテーションを行った。後日、実施しましょ

うとのご連絡を頂き実施が決まった。その後、対

談の日時・場所の設定、対談内容の策定、本学広

報・渉外室での準備作業を経て、対談を実施。原

稿を作成し、掲載にこぎ着けることができた。7

月に企画を立て、11月に掲載となった。

実施により得られたこと

　今回の経験で得られたことは、以下の3点で

あった。①大学も企業も社会的存在なので、発信

する情報が有益であれば、営利にとらわれない社

会貢献のひとつとしてとらえることができる、②

企業からも喜ばれその後の協働作業に好影響を与

える、③今回は本学の包括連携協定締結企業で

あったため資金の授受等は発生しなかったが、企

画によっては外部資金の獲得につながる。

【事例2】 
『Nikon×Y-GSA　With　Multimedia Studies　

　　　　　　　　　　　                at　YNU』　▼
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概要

　事例2は、映像機器ブランドであるニコンの販

売会社である株式会社ニコンイメージングジャパ

ン様とのコラボレーション企画である。この企画

に際してはふたつのきっかけがあった。

　ひとつは、大学院都市イノベーション学府が新

規の大学院のため、設置認可の関係から、通常の

夏に入試を行うことが出来ず、学生募集に困難が

予想されることから、募集行為に結びつかないパ

ブリシティ活動が何とか実施できないだろうかと

いう点。もうひとつは、新設大学院であることか

ら予算的な厳しさが伴い、今後の運営に当たって

学外からの資金を得る筋道を立てておきたい、と

いった2点であった。

　実は、ニコンは前社長で現在会長である苅谷道

郎さんが、本学工学部 工学研究科のOBであるこ

とから、以前より就職の冊子に登場して頂くなど

の縁がある企業であった。今回は、別企画が不調

に終わってどのようにしたものかと苦慮していた

ところだったため、全くの飛び込み営業で、株式

会社ニコンイメージングジャパンに企画を持ち込

むことにした。

　この企画の対象である、大学院都市イノベー

ション学府は都市をキーワードとし、建築やシビ

ルエンジニアリング、都市防災、そして都市文化

などについて総合的に教育・研究を行うユニーク

な研究科である。そのなかで、当時すでに工学

府に設置されていたY-GSA（Yokohama Graduate 

School of Architecture）と教育人間科学部に存在

していたマルチメディア文化課程（Multimedia 

Studies）の学生に対する総合的な映像教育につ

いてコラボレーションが出来ないかを模索して

いた。

　また同時に、ニコンイメージングジャパンの

ホームページ上に『talk!  talk!  talk!』というイン

タビュー企画があり、そこに建築家でもある本学

の教員を登場させ、インタビューの中で、新大学

院にも引き継がれるY-GSAのパブリシティも行っ

てはどうかとのアイデアが浮かんでいた。この企

画を作成する際にリサーチしたところ、実は、建

築と映像は切っても切れない重要な関係にあるこ

とがわかった。そこで、今回の企画と企業がマッ

チングするのである。

企画において重要なこと

　先ほどの日産自動車株式会社との企画の際にも

いえるのだが、企画の命はリサーチにあると思わ

れる。先方企業のことをいかに知るか、業界の動

向はどうか、どんな人がいるのか、つぶさに調べ

ることは重要である。また何よりも、自大学のこ

とのみ考えた企画では企業には相手にされないと

感じられた。つまり、企業には社会的な責任があ

る一方、あくまでも営利企業であるため会社に

とって有用でない行動はとりたがらないというこ

とである。

　それらを念頭に置いたうえ十分なリサーチを行

い、企画を練ることが大変重要である。

企画実施までの流れ

　今回はまず、事務の方で企画を立て関係教員の

了承を得た。その後、新大学院の設置準備委員会

に企画を提出、了承を得たうえで先方にコンタク

トをとった。実際に、後に研究院長となる当時新

大学院設置準備委員長とY-GSAのスタジオマネー

ジャー、筆者の3名で企業を訪れ、企画の説明を

行った。

　その結果、映像教育に関しては今後時期を見て

進めることとし、『talk!  talk!  talk!』というイン

タビュー企画に関してはすぐに実施することが決

まった。この企画も、ほぼ４ヶ月ほどで掲載にこ

ぎ着けることが出来た。対象となった教員も、こ

の企画に賛同を示してくださり大変スムーズに企

画を進めることがかなった。

　今回の企画についてはあわせて、外部資金の獲

得に成功している。今回は初めてのケースという

こともあり現金によるものではなく、ニコンのデ

ジタル映像機器一式の寄贈というかたちで行われ

た。私の知る範囲では、本学では、事務が企画、

実施まで関わり、教員との協働で獲得した初めて

の新しいタイプの外部資金ではないかと思う。
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　物品の寄贈を受けたということは、外部資金の

用途が明確になるとともに、学生の教育に使用出

来るため、このようなケースでは有効な方法では

ないかと考える。また何よりも、本来支出すべき

資金がほかに回せるという意味においても、資金

の有効活用がはかれた例であろう。

３．むすびにかえて　▼

　今回、事務職員の企画による外部資金獲得とパ

ブリシティ活動について事例を紹介したが、この

経験は筆者にとっても大変有益なものとなった。

そこには、企業とのつきあい方、企画の練り方、

人への見せ方、大学における資金の重要さ、事務

組織のチームワークの重要さといった事項につい

て、気づきと実践があった。また、何よりも仕事

としておもしろいのである。

　事務職員の本務は、規則に則った事務処理にあ

る。適切に組織運営が出来るよう地道な作業が続

く。しかし、今回の経験は、高等教育では何が重

要なのか、今後どのようなことが社会で起こるの

か、自大学には、言葉として違うかもしれないが

“商品”として出せるすばらしい教員がどれだけい

るのか、社会は大学に何を求めているのか、そ

して最後に事務職員は大学に対しどんな貢献が

出来るか、といったことを考えさせられる経験

となった。

　実は昨年、東北地方の大学職員を対象にした『第

2回大学アドミニストレーターコロキウムinいわ

て』　東北地域の大学職員による連携・協同事業

を通じた『大学職員力』向上プロジェクト（岩手

大学　平成22年度教育研究支援経費（教育等支

援経費）事業）にゲストスピーカーとしてお招き

頂き、東北地域の多くの若手職員を前にこの経験

を話す機会に恵まれた。その際、若手職員の方々

から「そんなおもしろい仕事があるのですね」、「私

もやってみたい」との話をもらったと同時に、「大

学や高等教育のあり方について改めて考える機会

となった」との感想も頂いた。

　事務職員が企画し関連部署や教員との協働によ

り業務を遂行することの意味は想像以上に大きい

のではないだろうか。この事例が、いい意味で若

手職員たちの刺激になり、あらためて高等教育の

あり方と大学事務職員の大学運営への関与に何ら

かの示唆を与えることが出来れば幸いである。

　岩手大学のアドミニストレーターコロキウムの

活動について、本誌で一昨年の活動が紹介されて

います。2010年5月号『「第1回 大学アドミニス

トレーターコロキウム（アドコロ）inいわて」を

開催して』岩手大学　研究交流部　佐藤 裕文・

下屋敷 司・及川 幸史・石沢 友紀　をご参照くだ

さい。

　
※1 外部資金の導入にかかわらず高等教育のファンディ

ング一般については（両角編　2010）が、国立大学の

外部資金獲得の現状については、（両角、阿曽沼、小林

2005）に詳しい。
※2（金子　2011）によると高等教育の焦点がこれまで

の量的拡大から、質的な転換へと移らざるを得ないと指

摘している。その中で大学教育の質は、①大学教育の実

質化、②大学教育の適切性（レリバンス）、③大学教育

の成果のモニタリングの3点において問われると指摘し

ている。
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